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外国語の学びを通した児童の異文化理解と
多文化社会への気付きに関する考察

狩野晶子・杉村美佳・神谷雅仁・仲沢淳子

本稿は、公立小学校での外国語（英語）活動 1 の授業を経た児童の異文化理解や多文化社

会への気付きに関して、学内共同研究の一環として実施した質問紙調査の結果をもとに検証

する。調査を行った神奈川県秦野市は、地域特性として全国比で外国籍市民の比率が高く、

多文化にルーツを持つ（以下、外国つながりの）児童も多いことから、市内小中学校では国

際理解教育に積極的に取り組んできた（杉村 2017）。このような特徴を踏まえた上で、市内

の小学校高学年の児童 2356 人から質問紙によって回答を収集し、言語を含む文化への関心

の程度や英語指導に携わる外国人や外国籍市民に対する意識等を調べ、複合的な分析を試み

た。本稿はその中間報告にあたる。2020 年度から小学校において高学年では外国語が教科

化され、中学年でも外国語活動が必修となった。本調査を下敷きとし、今後の小中学校での

外国語教育と多文化共生教育に新たな示唆の視点をもたらす研究を進めたい。

1　研究の概要

上智大学短期大学部では学内共同研究チームを設け「児童期の外国語（英語）教育および

異文化理解教育が児童生徒に及ぼす影響」をテーマに複数年にわたり研究を進めてきた。本

学は地域でのサービスラーニング活動として日本語学習支援を長年にわたって実施してお

り、その関連で秦野市における外国籍市民や外国つながりの児童とも接点がある。秦野市の

ような異文化を内包する環境の下で、小学生高学年の児童が外国の文化や言語に対しどの程

度関心を持つかを調査し、さらにそのような関心や意識が見られた場合に、それを形成して

いる要素が何であるのかを全市規模での大規模な質問紙調査によって検証しようと試みた。

外国語教育と異文化理解は密接な関係があることはこれまでにも言及されている（Bland 

2015, Block 2014，バトラー後藤 2003，森住衛ほか 2016）。外国語教育に異文化理解教育

の視点を盛り込むことは異なる文化背景を持つ他言語話者への寛容な態度を育み、多文化社

会への気づきが児童の異文化理解にポジティブな影響を与えることが期待されてきた。調査

対象となった秦野市の公立小学校では外国語（英語）活動や「総合的な学習の時間」を通し

て多文化社会への気付きを促す国際理解教育が行われている（杉村 2017）。本研究では、国

際理解教育の視点に基づいた外国語（英語）活動を受けてきた小学生は、異なる文化や言語

への興味が喚起され、寛容な態度が育っているという仮説を立てた。
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小学校高学年での「外国語活動」は 2011 年度に必修化されて以降 2019 年度末まで続い

てきたが、2018 年度より移行期を迎え、高学年は「外国語」として教科化へと向かう流れ

の中で、秦野市でも中学年での実施へとシフトした。本調査は、学習指導要領の改訂に伴い

小学校での英語教育の体制が変わる直前の 2017 年度末に実施されたため、調査紙に回答す

る児童全員が「外国語（英語）活動」の授業のみを受けてきていた。高学年での教科となる

以前の「外国語活動」は、異文化理解、多文化教育などの要素が多く含まれており、その点

で公立小学校の児童が授業を通して多文化社会への気付きを持ち、さらには異文化理解を深

めているかどうかを検証することの意義は大きい。

本調査は 2016 年度より継続されてきた上智大学短期大学部学内共同研究の一環として実

施された。今後、教科化以降のデータを収集し今回の結果と比較考察し、小中学校の教育に

反映させることを目指す中で、中間報告として本稿を上梓する。

2．質問紙（アンケート）と調査のあらまし

本研究では市内 12 小学校で 5 年生および 6 年生の児童に対して質問紙調査を行い、高学

年の小学生が外国の文化や言語、また、他国籍の市民や児童に対してどの程度関心を持つの

かを調べた。なお、本調査の質問文作成にあたっては、鷲見（2014）2 を参考にした。鷲見

による調査は、滋賀県内の中学 1 年生及び 2 年生（588 名） を対象とし、中学生が小学校時

に受けた外国語活動の内容とその効果を明らかにすることで外国語活動の課題を見つけ出す

ことを目的としている。本調査とは調査対象者の年齢が異なるが、家庭環境の違いが英語に

対する意識や能力の格差に及ぼす影響について検証している点で本調査の目的と一致してい

るため参照することとした。また、鷲見による調査では、調査対象の半数が小学校で ALT

による授業を受けていたが 3、秦野市では調査対象の児童は全員が ALT による授業を受けて

きており、3・4 年生ではほぼすべての授業、5・6 年生では約半分の授業に ALT が入って

いる。調査対象学年は違うが、こうした教育環境の違いが児童に及ぼす影響も比較できると

考えた。

本研究では、秦野市教育委員会の協力を得て、2018 年 2 月から 3 月にかけて、秦野市内

12 小学校への郵送により質問紙調査を実施した。児童による質問紙への回答記入は各教室

で、担任教員の指導と付き添いのもとに行われた。所要時間は 15 分から 20 分程度であった。

回答された質問紙はそのまま本学に返送され、本学において集計された。総数 2356 名の児

童から有効な回答を得た。
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表 1　質問紙調査の集計数

在籍児童数 回答者数 回答率（%）

5 年生 1213 1176 96.9%

6 年生 1192 1180 98.9％

合計 2405 2356 97.9％

調査によって外国語や外国文化、言語との関連から多文化社会への気付きや異文化理解に

ついての意識を探る試みは、対象が小学生であることによる様々な制約や難しさがあった。

質問紙作成に際しては、設問や選択肢の数と表記の長さ、指示や選択肢の内容が明瞭で小学

生に十分理解できるものであるか、実感を伴って答えることができる問いかけの内容である

かなどを丁寧に考察し、事前にパイロット調査を実施した上で作成した。さらに、設問項目

について市教委及び小学校教員経験者からのアドバイスを受けた。その結果、表 1 に示す

ように非常に高い回答率で、なおかつ回答もれが少なく、自由記述欄にも十分な表記が成さ

れた質問紙が回収できた。

3．回答した児童の外国語（英語）学習背景

本調査に回答した児童の外国語（英語）学習背景として、2017 年度までの「外国語（英語）

活動」の授業に関する秦野市の指導体制を概観する。

授業時間数について、2017 年度は、高学年（5･6 年生）は年間 35 時間、中学年（3･4 年

生）は学校によって差があり年間 3~12 時間程度、低学年（1･2 年生）についても同様に学

校によって差があるが、年間 2~6 時間程度を実施していた。なお、必修科目として時数が

確保されていない学年の外国語活動には、3･4 年生については主に「総合的な学習の時間」、

1･2 年生は主に学級活動等を充てていた。

指導の形態と指導者について、高学年は年間 35 時間のうち 18 時間を外国語指導助手（以

下 ALT）と担任教員とのティームティーチングで行った。それ以外の 17 時間は担任が単独

で授業を実施した。中学年、低学年については担任の監督のもと、ALT が中心となって授

業を実施した。これ以外に本学学生によるサービスラーニング活動の一環としての活動型の

英語授業を 3･4 年生で年間 2 時間実施した。これは「総合的な学習の時間」の枠内で時間

を確保した。教材について、高学年では文部科学省が発行した副教材を主に使用し、その他

の学年では ALT 派遣会社作成の教材や ALT または担任が独自に作成した教材等を使用し

ていた。

小学校にかかわる ALT について、児童にとって最も身近な「外国人」である ALT は秦

野市の場合、文化的にも外見的にも多様なバックグラウンドを持っており、彼らの多くは数
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年以上地域に根差して市内の小学校で ALT として指導に当たってきた。2017 年度は 4 名（途

中交代のため延べ 5 名）が担当した。その国籍と担当時数を以下に記す。

　　A 氏（アメリカ） 249 時間

　　B 氏（マラウイ） 744 時間　→　途中 E 氏（アメリカ）と交代

　　C 氏（イスラエル） 602 時間

　　D 氏（スペイン） 591 時間

上記の秦野市の現状を踏まえて 4、小学校での外国語（英語）活動での学習経験や、外国人

ALT との関わりなどが児童にとってどのような影響を与えていたかと、異文化理解と国際

理解教育との関わりについて次節で述べる。

4．結果とその分析

4-1．「外国語（英語）活動」及び言語的な側面に関する結果
 （1）外国語活動への関心と学校外での学習

　　　　図 1　外国語活動が好き　　　　　　　　図 2　学校以外で習っている

児童の日ごろの学習に関して、図 1「外国語活動の授業が好きですか」との問いに対し、「は

い」と「どちらかといえばはい」を合わせて 64% が好きと答えた。学年別にみると 5 年生

は 66%、6 年生は 61% で、若干 5 年生の方が割合が高かった。文部科学省（2015）の調査

では小学 5 年生・6 年生と中学 1 年生を比較し、学年が進み習熟度の差が開くにつれ苦手意

識を持つ児童が増えていることを示唆している。同じ傾向が小学校の学年に応じて見られる

ことは興味深いが、ここでの学年間の差には有意差は無く小学校児童の英語への肯定的姿勢

は共通している。

図 2「学校 以外で英語を習っていますか」の問いには「いいえ」が 58％であった。「習っ

ている」、「習っていた」と回答した児童は合わせて 40%、どこで習っているかについて、

塾が 52％、英会話学校が 16％であった。英語学習経験との相関を見ると、経験ありの児童
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の 72.6% が「外国語活動」の授業が好きと回答した。経験なしの児童は 57.8% で、その差

は 14.8%。学習経験ありの方が「外国語学習」の授業が好きな傾向が示された。

（2）外国語活動の授業を受けての児童の変容

　　　　図 5　英語の発音向上

学校の外国 語活動の授業を受けての児童の変容を自己評価によって測定する設問群におい

て、55% が「英単語を覚えた」（図 3）、44% が「英語が聞き取れるようになった」（図 4）、 

45% が「英語の発音がうまくなった」（図 5）と回答した。このうち学校外で英語を習って

いると答えた児童のみ抽出した結果はさらに高い数値を示し、英単語では 66.7%、聞き取

りでは 58.3%、発音では 50.0% が向上を感じていた。小学校の「外国語活動」は言語スキ

ルの獲得のみが目標ではないが、児童の 5 割前後が、言語スキルの側面に照らし成果が出

ていると肯定的に自己評価していた。

　　　　図 3　英単語を覚えた　　　　　　　　　　図 4　英語の聞き取り向上
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（3） 外国語（英語）活動授業の指導者との関わり

　　　　図 6　ALT との関わり　　　　　　　　　図 7　学校の先 生との関わり 

外国語（英語 ）活動の授業の指導者である ALT との関わりについて、図 6「英語を教え

に来る先生と授業以外でよく話をしますか」の問いには 58% が「いいえ」と答えた。「どち

らかといえばいいえ 26%」を合わせ 84% の児童は授業以外では ALT と話をしないという

結果であった。「学校の先生」について同じ質問をした結果（図 7）では 65％が授業外でよ

く話をすると答えており、外国人 ALT と児童との接点が限定的であることがうかがえる。

　　　　図 8　ALT への興味関心　　　　　　　　　図 9　ALT の国の知識

「英語を教えに来る先生のことをよく知っていますか」の問いに対しては、図 8 で示され

るように「いいえ」が 21% で、「どちらかといえばいいえ」の 37% を合わせ 58% があまり

ALT のことを知らないと答えた。さらに、「ALT の国のことをよく知っているか」（図 9）

との文化的な背景に絡めての問いに対する回答も 24% が「いいえ」で、「どちらかといえば

いいえ」と合わせて 53% が知らないという結果であった。外国に繋がりのない児童にとっ

て、おそらく一番身近な異文化への接点としての外国人が ALT であろう。秦野市では 4 年

生までのほぼすべての英語授業に ALT が入っており、5 年生と 6 年生でも授業全体の半分

近くを担任教員と ALT によるティームティーチングで行っている。それなのに児童と ALT
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との触れ合いが限定的で、児童の ALT への興味や関心がうすく、国についてもあまり知ら

ないとの回答が多いのは意外であった。

授業外で ALT とよく話をしている児童の 88.5% が「外国語活動の授業が好き」と回答し、

一方、授業以外では接点がない児童は好きの回答が 59.9% で、その差は 28.6% であった。デー

タからは ALT と話をする児童の方が「外国語学習」の授業が好きである傾向が示されるこ

とから、異文化を体現する存在としての ALT との接点を増やし、異文化や異言語への興味

関心を喚起することの長期的な意義は大きいと考える。

4-2.　「外国語活動」が児童の異文化理解や多文化共生意識に及ぼす影響
本アンケート調査の対象である児童に対しては、2008 年に改訂され、2011 年度から全

面実施された学習指導要領に則った「外国語活動」が実施されてきた。この学習指導要領（文

部科学省 2017c.）によれば、「外国語活動」の目的は、「外国語を通じて、 言語や文化につ

いて体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、

外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養う」

ことであるとされている。大山（2013）によると、この目標は、「国際理解教育としての外

国語教育が必要であると主張している」5 とされる。この学習指導要領でも重視されている「国

際理解教育」は、戦後、ユネスコ協同学校運動（現ユネスコ・スクール）などを通して世界

中で実践され、日本においても各教育機関において推進されてきたが、平成 17（2005）年

に文部科学省から「初等教育における国際教育推進検討会報告」が出され、国際社会で主体

的に行動できる態度・能力の育成を強く意識した「国際教育」の推進が叫ばれた。特に、初

等中等教育段階においては、すべての子どもたちが、次のような資質能力を身に付けるべき

であると示された。

①�広い視野を持ち、異文化を理解するとともに、これを尊重する態度や異なる文化を持った

人々と共に生きていく資質や能力の育成を図ること

② 国際理解のためにも、日本人として、また、個人としての自己の確立を図ること

③ 国際社会において、相手の立場を尊重しつつ、自分の考えや意思を表現できる基礎的な力

を育成する観点から、外国語能力の基礎や表現力等のコミュニケーション能力の育成を図

ること

本節では、以上の 3 つの資質能力のうち、異文化への関心や多文化共生意識、また国際

社会で求められるコミュニケーション能力が、小学校の「外国語活動」や「総合的な学習の

時間」を通してどの程度育まれているかについて、アンケート調査の結果から考察していく。
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（1）外国および 外国文化への関心

　　   図 12　外国への訪問意欲

まず、「外国語活動」を通して「外国の文化や習慣に興味をもった」児童は 55％（図 10）、「外

国語の文字に興味をもつようになった」児童は 57％（図 11）であり、半数以上が外国の

文化や文字に関心を抱くようになったことがわかる。また図 12 のように、「外国に行って

みたいと思うようになった」児童は、「はい」36%、「どちらかといえばはい」の 28% を合

わせて 64％と、先述の鷲見（2014）による調査の 34.5%（「あてはまる」の回答者の割合）

よりも高くなっており、「外国語活動」を通して外国への訪問意欲が高まったことが窺え

る。先述のように、秦野市では 3・4 年生のほぼすべての授業、5・6 年生の約半分の授業に

ALT が入っており、こうした教育環境も児童の意識に影響していると考えられる。

　　  図 10　外国文化や習慣への興味　　　　　　図 11　外国語の文字への興味
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（2）多文化共生への意識

　　　図 13　多文化共生への意識　　　　　 図 14　外国人との交友関係構築への意識

　　　図 15　外国人との交流　　　　　　　 図 16　外国関連イベントへの参加

さらに、図 13 のように、「異なる文化や異なる生活習慣をもつ人々が協力して、ともに

生きることは大切だと思う」と答えた児童は 74％と高い数値を示している。これまでの調

査で秦野市は、児童の多国籍化に伴い、国際理解教育の目標を多文化共生に向けた態度の涵

養に置く教師が比較的多くみられることが明らかになっており（杉村 2017）、こうした教

師による授業実践を通して児童の多文化共生意識が形成されていると考えられる。一方、「外

国人と友達になりたいと思うようになった」と答えた児童は 46％（図 14）、「近所に住んで

いる外国人に挨拶をする」は 17％（図 15）、「外国人や外国のことを体験するイベントに参

加する」と答えた児童は 16％（図 16）と低くなっている。ただし、図 15 の「いいえ」に

は近所に外国人が住んでいない場合も含まれるため、数値が高くなっている可能性もあると

考えられる。鷲見（2014）による調査では、「外国人と友達になりたいと思うようになった」

と答えた児童は 18.1％（「あてはまる」の回答者の割合）であったため、それよりは高い数

値となっているが、本調査の他の項目と比べると、外国人との交友関係の構築および交流へ

の意欲や、地域で共生する態度の形成に課題があることがわかった。

以上の結果から、児童の多文化共生意識は十分に醸成されているが、国際教育が目標に掲
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げる「異なる文化を持った人々と共に生きていく資質や能力の育成」がさらに求められると

考えられる。

（3）国際社会で求められるコミュニケーション能力の育成

　 　 図 19　外国語を使う仕事への意識

先述のように、「外国語活動」を通して、「英単語を覚えた」児童は 55％、「英語が聞き取

れるようになった」児童は 44％、「発音がうまくなった」児童は 45％であり、半数近い児

童が外国語能力の基礎の修得を実感している。一方、国際社会で求められるコミュニケーショ

ン能力の育成という観点から検討すると、「人前で発表することに慣れた」児童は 34％（図

17）、「話をすることが得意になった」という児童は 45％（図 18）で、一定の成果はみられ

るものの、積極的に自らの意見を発信し、コミュニケーションを図ろうとする態度の育成が

さらに求められる。

また、文部科学省は、国際教育の目標として「国際社会において指導的立場に立つ人材に

求められる態度・能力」の育成も挙げているが、「外国語活動」を通して「外国語を使う仕

事につきたくなった」（図19）と答えた児童は19％と低くなっている。この結果は鷲見（2014）

の 7.1％よりは高いものの、国際社会で活躍できる人材の育成という観点からも今後の「外

国語活動」のあり方を検討する必要があるだろう。

　　  図 17　英語での発表への意識　　　　　　　図 18　英語での会話への意識
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5．考察と今後の課題

今回の分析結果では、調査対象の児童は日本の文化は 97%、外国の文化も 74% が好きと

答えた。しかし外国文化に対する否定的な回答が 25％あったことは興味深い。中国や韓国

で排日運動が高まり、ニュースなどでも取り上げられていた時期の調査であったことが関係

しているかもしれず、他の要因との関係についてさらに分析を進めたい。

文部科学省の調査（2020）では日本の小中学校で日本語指導が必要な児童生徒の母語は

ポルトガル語、中国語、フィリピノ語が上位を占め、秦野市においても外国つながりの児童

生徒の出身国は多岐にわたる。しかし今回の結果から、児童がイメージする外国語はやは

り英語であり、「外国」の筆頭はアメリカ、行ってみたい「国」はハワイとグアムに集中し

ており 6、行ってみたい理由は観光が 7 割を占めた。ここから小学生の文化や外国に対するイ

メージはまだ表層的、限定的であることがうかがえる。指導者や教材が掲げる異文化理解や

多文化共生の視点と、実際の児童の意識との間にはギャップがあり、それを埋めていくこと

が、今後の外国語教育及び国際理解教育に求められるであろう。

外国語の学習に関する質問項目に対して全般的に肯定的な結果であった。しかし、学校外

での英語の学習経験がある児童の方が「外国語学習」の授業が好きな傾向が示され、自己の

英語が向上したととらえる比率が高かった。調査した児童の家庭の 9 割近い 87% がパソコ

ンやタブレットがあり、ほぼ半数の 49% の児童が家族に英語が得意な人がいると答えてい

るのは興味深い。今後、これが外国つながりの子どもたちではどのような数値であるかを抽

出し分析と解釈を進めたい。秦野市は外国籍市民と外国つながりの児童が多い地域特性を持

つため、今後ほかの質問項目でも日本人小学生と外国つながりの小学生の双方を対比した分

析を行いたい。

また、「外国語活動」が児童の異文化への関心や多文化共生への意識に及ぼす影響につい

ては、先行研究（鷲見 2014）に比べて相対的に高い数値を示しており、国際理解教育の目

標を多文化共生に向けた態度の涵養におく教師や ALT による授業実践の影響が大きいと考

えられる。このように児童の多文化共生意識は高いが、英語を活かせる仕事への就業意欲を

さらに高めるなど、国際社会で活躍できる人材の育成という観点から、今後の「外国語活動」

のあり方を検討する必要があると考えられる。

また、今回の概観では 5 年生と 6 年生での差はそれほど示されなかったが、外国語を使

う仕事に就きたくなったかどうかを問う設問では 5 年生に比べ、6 年生では「はい」の比率

が下がり、「どちらかといえばはい」が増えた。英語に触れてきた時間や年数、英語に対す

る苦手意識などとどのような関連があるのか、項目間の相関を取り学年特性などの観点から

も考察を進めたい。さらに児童の観点と照応して、今後は小学校教員に対しても聞き取り調

査を行いたい。
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6．まとめ

本稿では、小学校外国語（英語）活動を受けてきた公立小学校の高学年児童に対して質問

紙調査を実施し、総数 2356 名から有効回答を得た。複数の小学校にわたっての大規模な質

問紙調査は先行実施例が少ないことから貴重なデータであると言える。

「外国語（英語）活動」及び「総合的な学習の時間」の授業を通した国際理解教育は、児

童の多文化社会への気付きを促し、異文化理解にポジティブな影響がある傾向が見られた。

調査結果を集計、分析し 2018 年度以降、複数の学会において発表を行ったが、それによっ

て先行事例や類似の研究を進めている研究者とのつながりを得たことによって、集計した結

果の分析への新たな視点が加わった。また、これまでの分析結果から、異文化理解教育と外

国語（英語）教育に対する回答と、動機づけ、自律的学習への意欲や関心などについて興味

深い傾向が見られた。これらについては改めて別稿として発表する予定である。

現時点で本研究チームが有している膨大なデータは今後さらに分析と解釈が必要である。

本研究チームではこれまでの研究を足掛かりに、さらに掘り下げて分析することで、他者に

対する寛容性や共働力などの視点も加えて 2020 年より施行される新しい学習指導要領に記

された「学びに向かう力」の育成に向けて、異文化理解教育および外国語（英語）教育が小

学校高学年の児童においてどのような影響を与えるのかをより多面的に考察したい。

付記

・ この論文は大学英語教育学会（JACET）第 57 回国際大会での口頭発表及び全国語学教育

学会（JALT）第 44 回年次国際大会での口頭発表をもとに、データの追加分析及び考察

を行いまとめたものである。

・ 本研究に関わる質問紙調査の作成及び実施にあたり秦野市教育委員会、秦野市立小学校各

校の先生方に多大なるご協力をいただいた。記して深く感謝の意を表したい。また、アン

ケートの質問に真剣に丁寧な回答を寄せた各小学校の 5 年生と 6 年生児童にも心よりの謝

辞を記す。

・ 本学共同研究に過年度において共同研究員として参画され研究推進に多大な貢献を果たし

た青田庄真氏、土屋佳雅里氏、小林尚平氏にここに感謝の意を表する。

注

1 科目名としては「外国語活動」であり英語に限定されるものでは無いが、本研究の対象

児童は英語を学んでいるため質問紙では「英語活動」と表記している。文中では「外国

語（英語）活動」と併記した表現も用いる。
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2 鷲見安里紗（2014）「中学生の現状から考察する小学校外国語活動の課題―学校間・家

庭間格差に注目して―」『滋賀大学大学院教育学研究科論文集』第 17 号、1 ～ 10 頁所収。
3 同上、3 頁。
4 本節の数字およびデータは秦野市ホームページ掲載情報及び教育委員会学校教育課から

の聞き取りによる。
5 大山万容 （2013）「国際理解教育としての小学校『外国語活動』と日本における『言語

への目覚め活動』導入の可能性」日本言語政策学会『言語政策』第 9 号、49 頁。
6 国名は自由記述での回答であった。
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